
【導入】

「人民の、人民による、人民のための政治」

国民が主権をもち、国民の意思をもとにして政治を行う、民主主義政治の原則を謳った言葉です。

私の父も、国民の声を聴き、社会を変えようと奮闘する一人の政治家でした。

選挙を乗り越え、ようやく掴むことのできる政治家の夢。

現代の民主政治では、政治家が国民の代表者として選出され、国民の生活を支えるという、重大な責

務を果たしています。

しかし、現在の日本では、選挙の舞台にすら立てず、志を持った者が夢半ばで諦めざるを得ない状況

が生まれているのです。

本弁論では、選挙の立候補に立ちはだかる大きな壁と、その解決について訴えます。
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【現状】

議会や選挙は、私たちが暮らす社会をよりよくするために存在しています。

現在、日本は多様な問題を抱えており、地域の課題は複雑化しています。

そして、それらの課題を解決するためには、議会は多様な層の市民から構成される必要があります。

市民の意見を反映させるには、代表者が必要であり、彼らを決める制度が選挙になります。

選挙は、被選挙権を持つものであれば、誰でも立候補できるはず。

しかし、立候補するためには高い壁が存在しているのです。

はじめに、供託金の存在です。

立候補を届け出る際、一定の額を法務局に預ける必要があります。

本来この制度は、当選を争う意思のない人が、売名目的で無責任に立候補することを防ぐためにあり

ます。

しかし供託金が高すぎるために、経済的に余裕がないと立候補できないといった現状があるのです。

実際に内閣府の調査によると、60％以上の人が資金不足を理由に、立候補を断念したと答えていま
す。

また供託金を工面できたとしても、さらなる壁が立ちはだかります。

それは、現在の職を手放さなければならないことです。

通常選挙活動は、準備期間を含めると約3ヵ月におよび、もしその間に仕事と選挙活動を両立出来なけ
れば現在の仕事を辞めざるを得ません。

さらに、落選後の生活は誰からも保証されないため、一度落選してしまえば、生活を維持することが難

しくなってしまうのです。

実際に選挙に立候補したある女性。

彼女は、10年間務めた大企業と数百万円の収入を捨ててまで立候補を決意しました。

しかし結果は落選。

さらに、選挙活動中の支出は、政党や支援者から集められた活動費を大きく上回り、子どももいる彼女

の家庭にとって、選挙活動は経済的に大打撃となってしまいました。

このように、資金面の負担と、選挙活動中に仕事が出来なくなってしまうということが、立候補への大き

なハードルとなっているのです。

このような現状に対して、

政府はどのような政策を打っているのでしょうか。

まず供託金に関してです。
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政府は令和2年度に、供託金の範囲を町村議員まで拡大する政策を打ち出しました。

しかし、ただでさえ立候補への高いハードルとなっていた供託金が、町村などの立候補者が少ない地域

にも拡大されたことで、より立候補しづらい状況になってしまいました。

さらに、働いている人でも立候補しやすいよう、地方自治体では「改正地方自治法」にて、企業に立候補

時の休暇を認めることを推奨しています。

しかし、この制度は国政への立候補を支援することを想定していません。

さらに、立候補休暇は推奨で留まっているため、企業の自主的な取り組みに委ねられており、普及が進

んでいないのです。

このように、立候補しやすい環境の整備は不十分となっています。

以上をまとめると、現在立候補において、供託金の存在や選挙前後の生活が心配されることから、立

候補できる人が限られています。これに対して政府は、供託金の範囲を町村議会委員まで拡大しまし

たが、これは立候補者を逆に萎縮させてしまい、さらに立候補休暇を推奨してはいるものの、導入しき

れていないのが現状です。
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【問題点】

皆さんは政治家にどんなイメージを持っているでしょうか。

ドラマでは悪役ばかり。

ネットでは、口先ばかり、

不祥事ばかりの税金泥棒と揶揄される。

しかし！私は断言したい！

政治家は間違いなく、日本の社会を支えているということを！

「この国を良くしたい」

「困っている人を救いたい」

そんな思いが、政治家を動かしているのだということを！

それなのに！！

どんなに素晴らしい能力があっても、どんなに立派な夢があっても、はじめの一歩すら踏み出せずに終

わってしまう。

このままでは、彼らの熱き志が、夢や希望までもが、潰えてしまう。

そんなことがあって良いのでしょうか！
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【理念】

私の理想は、志のある人が誰でも立候補できる社会の実現です。

そのためには、お金や仕事を理由に、立候補を諦めなくて良いようにする必要があります。

そうすることで、より多くの人たちが、選挙に挑戦できるようになります。

そして、結果として、選挙における私たちの選択肢も増え、より一層国民の求める政治に近づくので

す！
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【原因・方向性】

この理念を達成するためには、2つの課題を解消する必要があります。

1つめは、立候補において、大きなハードルとなっている供託金です。
売名目的の立候補を防ぐという本来の目的も守りつつ、立候補に対する一定の責任を担保できる方法

を、金銭以外で設置する必要があります。

2つ目は立候補休暇の問題です。
現在の立候補休暇の制度が機能しない原因として、企業が国に納める社会保険料が、立候補者の休

職中にも発生してしまうことが挙げられます。

このような現状が、企業の自主的な取り組みを妨げているのです。
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【プラン1】

まず1点目の、立候補条件の変更についてご説明します。

現状でもお話したように、供託金の存在は、選挙への立候補のハードルを著しく押し上げています。

そこで、有権者からの署名を一定数集めた人も、同様に選挙に出られるようにします。

具体的にご説明します。

もし選挙に立候補しようとした場合、その人には今まで通り供託金を支払うか、署名を集めて提出する

かを選択できるようにします。

また、このとき必要な署名の数は選挙区の有権者の1/50とし、集めた署名は、立候補する選挙の任期
と同様の期間効力を持つものとします。

実際に海外の研究によると、この人数から署名を集めることで売名目的などによる立候補を十分に抑

制する効果があることが明らかとなっています。

また法制化にあたっては公職選挙法129条で禁止されている選挙の事前運動がこの立候補のための
署名活動に該当しないことを明文化します。

この制度は、スウェーデンなど、多くの国で採用されており、無責任な立候補を防ぐと同時に、立候補の

ハードルを押し下げることが可能となっています。

このように、立候補条件として署名認めることで、立候補における資金面での負担を解消し、より多くの

人が、立候補できるようになるのです。
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【プラン2】

続いて、2点目の立候補休暇の義務化についてです。

まず、立候補の意思を持つ従業員に対して、選挙運動のための休暇期間を認めることを義務化しま

す。

現在でも立候補休暇は政府によって推奨されてはいるものの、企業側は労働者が休暇中であっても、

社会保険料として給与額の15％を納める必要があるため、大きな負担となっています。

そこで義務化するにあたり、休暇中の社会保険料を免除することとします。

そうすることによって、立候補したい者が確実に休暇を取得できるようになり、さらに企業側の負担を軽

くすることができます。

実際にデンマークなどいくつかの国では、立候補のための休暇を取得させることが法律によって義務付

けられており、立候補しやすくなっています。

このプランを施行することによって、立候補者が選挙の準備を行える時間を確保し、落選した際でも、職

場に復帰することができるようになるのです。

8



【締め】

皆さんの中には、政治家なんて興味ないという人もいるのではないでしょうか。

しかし、街頭で必死に活動をする彼らは、決して私たちから遠い存在ではありません。

未来の社会のために、彼らに夢を叶えるチャンスを見捨ててほしくない！

だからこそ！

改めて私は思います。

政治は「人民の　人民による　人民のためのもの」でなければならないと。

志を持つ全ての人が、その理想を叶えられることを願って、本弁論を終了いたします。

ご清聴ありがとうございました。
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